
＜様式１＞

28 年 9 月 30 日

【PLAN（計画）】

～

無

【DO（実施）】

※財源内訳中の「その他」には、保険料・寄付金・基金・利用料等の収入を記入しています。
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政 策 170山下　浩典

作成日

内線

助産施設等入所措置事業

部局名

　保健上必要があるにもかかわらず、経済的理由により、入院助産を受けることができない妊産婦を入院のうえ助
産を受けられるよう支援する。
　また、母子家庭の母あるいはこれに準ずる事情のある女子が、経済的な理由や住居がない等の事情のため児
童の監護が十分できない場合など、母親と児童を一緒に施設へ入所措置し、これらの者を保護するとともに、心
身と生活を安定させるための相談、援助を行う。
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助産施設等入所措置事業

　妊産婦に対し安全で衛生的な出産を保障し胎児が無事に生まれてくることを確保する。
　また、母子の自立促進のために、その生活と安全を保障し、母子福祉の向上を図る。
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児童福祉法第22条（助産施設）、同法第23条（母子生活支援施設）
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  保健上必要があるにも拘らず、経済的理由等により入院助産を受けることが出来ない妊産婦
配偶者のいない女子又はこれに準ずる事情にある女子及びその者の監護すべき児童
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＜様式１＞

【CHECK（評価）】

※事業類型が１～３に該当する事業については妥当性及び有効性の評価は記入しておりません。

【ACTION（改善・改革】

意
見
等

内
容

※１次評価は事業担当課長等、２次評価は２次評価委員会によって行われます。

２
次
評
価

担当者意見のとおり

【必要性】

やや高い

対象外

高い

【コスト】

【負担割合】

児童福祉法に基づき適正に実施している。

見直しの余地なし

削減の余地なし

事業が抱える問題・課題等

有
効
性

事業の進捗状況
昨年度の評価から、どのような取組
をしましたか（昨年度の【ACTION】
の改善・改革の進捗等）

【助産施設】保護課との連携・協力により入院助産を必要とする妊産婦（被保護者）を把握のうえ、当該
対象者に対し必要な手続きのうえ入所措置を行った。
【母子生活支援施設】男女共同参画推進センター及び長崎こども・女性・障害者支援センター等関係機
関との連携・協力により支援措置が必要な母子の保護及び入所措置を行った。

妥
当
性 【市の関与】 高い

やや低い

やや高い やや低い

内容
今後の方向性のもとで、どのような
取組をするか（課題や問題点等に
対する取組など）

　保護課やNPO（命を大切にする会等）と連携のうえ、入院助産を必要とする妊産婦（生活保護受給者
等）の把握及び情報の共有に努め、必要な入所措置により適正な制度運用を図る。また、母子生活支
援施設については、男女共同参画推進センター等関係機関と連携協力し、要支援対象者（母子）の情
報共有及び実態把握に努め、適切な支援措置を行う。

効果
事業の改善・改革によって期待され
る効果は何か

　妊産婦の安全で衛生的な出産を保障し母体と胎児の安全な出生を確保する。
　また、母子の自立促進のために、その生活を保障し、母子福祉の向上が図られる。

効
率
性

今後の方向性

見直しの余地あり 該当なし

児童福祉法に基づき設定されている。

削減の余地あり 該当なし

１
次
評
価

今後の方向性

終期設定

現状維持

終期設定

今後の方向性

高い やや高い【施策貢献度】

【事業成果】

やや低い

やや低い

　助産施設入所利用者はほとんどが生活保護受給者であるが、申請（予定）者の予測や把握が困難な
ため、保護課との情報共有及び連携が不可欠である。
　母子生活支援施設への支援対象者は、DV被害関連によるものが多いので、婦人相談所等の関係機
関と緊密な連携のうえ、支援対象者の安全確保を図りながら緊急かつ慎重な対応が求められる。

高い やや高い 低い

低い

該当なし

低い 該当なし

低い

該当なし

該当なし
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